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衆議院厚生労働委員会ニュース 

平成 28.10.28 第 192 回国会第４号 

 

10 月 28 日（金）、第４回の委員会が開かれました。 

 

１ 公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金法等の一部を改正する法律の一部を改正する

法律案（内閣提出第６号） 

・井坂信彦君外７名（民進）提出の修正案について、提出者井坂信彦君（民進）から趣旨説明を聴取しました。 

・高橋千鶴子君外１名（共産）提出の修正案について、提出者高橋千鶴子君（共産）から趣旨説明を聴取しました。 

・原案及び両修正案について、塩崎厚生労働大臣、杉財務大臣政務官及び政府参考人並びに修正案提出者中島克仁君 

（民進）及び井坂信彦君（民進）に対し質疑を行い、質疑を終局しました。 

・井坂信彦君外７名（民進）提出の修正案に対し、国会法第 57 条の３の規定により内閣の意見を聴取したところ、塩

崎厚生労働大臣から、「反対である」旨の発言がありました。 

・高橋千鶴子君外１名（共産）提出の修正案について採決を行った結果、賛成少数をもって否決されました。 

 （賛成－共産 反対－自民、民進、公明、維新） 

・井坂信彦君外７名（民進）提出の修正案について採決を行った結果、賛成少数をもって否決されました。 

 （賛成－民進、共産 反対－自民、公明、維新） 

・原案について採決を行った結果、全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

（賛成－自民、民進、公明、共産、維新） 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

長 妻   昭君（民進） 

・本法律案により新たに老齢基礎年金等の受給権を得る可

能性がある者は最大何人か。 

・平成16年の国民年金法等の改正において、厚生年金のモ

デル世帯の所得代替率の下限50％という水準はどのよう

に決定したのか。 

・高齢者の生活のために確保すべき給付水準はどの程度な

のか、厚生労働大臣の見解を伺いたい。 

 

岡 本 充 功君（民進） 

・年金機能強化法の施行日を平成29年４月１日へと修正す

ることの意義及び施行日の修正に伴い必要となる財源に

ついて、民進党の修正案提出者に伺いたい。 

・年金の受給資格期間の短縮が財政検証に与える影響につ

いて伺いたい。 

・後納制度や任意加入制度等を利用すれば10年間の受給資

格期間を満たす可能性のある全ての人に対してその旨を

通知すべきと考えるが、厚生労働大臣の見解を伺いたい。 

 

高 橋 千鶴子君（共産） 

・消費税率10％への引上げ時期延期により社会保障の充実

策のうち財源不明なものについて、後代への負担のつけ

回しの軽減分を使うことはないのか、確認したい。 

・社会保障と税の一体改革では、社会保障の充実策に充て

る財源を消費税収に限定したことで財源確保を困難にし

たのではないか。 

 

河 野 正 美君（維新） 

・消費税率の10％への引上げ時に行うことが予定されてい

た施策の中で、年金の受給資格期間短縮を優先して実施

する理由を伺いたい。 

・本法律案の施行後に、国民年金保険料の納付行動への影

響を検証すべきではないか。 

 

 

 

 


